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【 目的 】 
 
 
 

 
【 内容 】      背景・現状          対応方針         地区計画の対象となるべき区域                    地区計画の内容として特に検討するべき事項 

 

 

 

○用途緩和により地域の活性化に資する

施設の立地を誘導する特別指定区域等

の指定が進展している 

  

 
 
○高さの最高限度 

（原則 12ｍ、特例 15ｍ） 

 

○緑条例の基準を準用 

（緑化率 20%以上等） 

 

○敷地周辺の緑地 

 

○景観条例の基準を準用 

（形態・色彩の制限等） 

 

○屋外広告物条例の基準を準用 

（屋上広告物禁止等） 

 
 
○環境保全条例の基準を準用 
（敷地緑化 ､屋上緑化等）

○景観条例の基準を準用 

○屋外広告物条例の基準を準用 

 
○緑化協定、建築協定の

内容に合わせ緑化率、

垣さくの構造（生垣）、

形態・色彩等を制限 

○人口減少･少子高齢社会を迎える中では、

高齢者も含めた多くの人々にとっての

暮らしやすさを確保するという観点か

ら、これまでの拡大成長を前提とする

まちづくりの方向性を転換し、身近な

場所に様々な都市機能が集積した都市

構造を実現することが重要である。 

○こうした考え方に立って、都市機能の

立地に際し土地利用コントロールの

機能が十分に発揮されるよう、平成 18

年に都市計画法が改正された。 

（平成 19 年 11 月 30 日から改正法施行） 

○本指針は、市街化調整区域の地区計画に対する県同意の判断の基となる考えを示すものである。広域的な運用の統一性を確保し、区域区分の主旨を踏まえ、市街化調整区域における秩序ある土地利用を進める観点から、地区

計画の対象となるべき区域、内容として特に検討するべき事項等を示し、あらかじめ決定権者である市町の参考に供することで、制度が適正かつ円滑に運用されることを期待している。 

計画的大規模開発地 
○市町総合計画に位置づけられているもの

○原則２０ha 以上(東播、中播、西播
都市計画区域は 5ha以上) 

○住宅団地、工場、研究施設、大学、

専修学校等で、計画的な市街化を図

る上で支障がないもの 

地
区
計
画
の
対
象
と
な
る
べ
き
区
域
を
市
町
都
市
計
画
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
に
位
置
づ
け
る 

大規模開発地 
（第 34条旧第 10号イ） 

○市街化調整区域内の大

規模開発の許可基準が

廃止された 

公共公益開発地 
 

○市町総合計画に位置づけられているもの

○駅舎、図書館、学校、福祉施設、病

院、公共団体開発地等で、計画的な

市街化を図る上で支障がないもの 

公共公益開発地  
（第 29条各号） 

○許可不要とされていた

学校、福祉施設、病院

等の公共公益施設が開

発許可の対象となった 

特別指定区域等 
 

○県条例で指定する特別指定区域、開発指定区域

 開発許可権者の市町条例で指定する区域

 その他同等の区域 

  

特別指定区域等  
（県条例第４条、第７条） 
○今後、用途緩和以外の詳

細なまちづくり計画が

具体化することが予想

される 

市街化区域隣接地 
○区域内の道路の整備状況、建築物の

立地動向からみて、不良な環境が形

成されるおそれのある区域 

既成住宅団地 
○区域区分日前から存する住宅団地 

 公共団体が開発した住宅団地 

 その他許可を受けて開発された住宅団地

市街化区域隣接地 
 

○スプロールを防止する

必要のある区域がある 

既成住宅団地 
 

○良好な住環境を保全す

る必要のある区域があ

る 

市街化調整区域の地区計画に対する同意に当たっての判断指針（概要） 

 
計画的な市街
化を図る上で
支障がないと
認められるも
のに限り、 
地区計画を定
めた上で許可
する 

地区計画を
定め、環境
を整備・保
全する 

 
○長大な造成法面、
建物壁面が周辺の
景観等を阻害しな
いよう特に配慮し
て事項を定める 

 
 
○地域の拠点として

ふさわしい環境を

備えた街区となる

よう必要な事項を

定める 

 
○詳細なまちづくり
計画を具体化する
ため用途緩和以外
に必要な事項（形
態制限等）を定め
る 

 
○スプロール防止の観
点から必要な事項（道
路等の地区施設等）を
定める 
○隣接市街化区域と同
等以上の制限となる
よう事項を定める 

 

 
○良好な住環境を保

全するため必要な

事項を定める 

 

 

 

○市街化調整区域の既存集落等で環境の

悪化を防止する必要のある区域があ

る。 

緑豊かな環境と優れた景観

を形成するための事項

地
区
計
画
を
決
定
す
る 

 
その他の事項 都市計画法の改正 

県条例による取組 

土地利用の現状 

地区計画を
定め、詳細
なまちづく
り計画を具
体化する 

地
区
計
画
の
内
容
を
検
討
す
る 

 
 
 
 
 
 
○周辺の自
然環境、営
農環境等
を保全す
る上で位
置、規模、
形状が適
切なもの 

 
 
 
○都市基盤
が整備さ
れており
新たな公
共投資を
行う必要
がないも
の 

 
 
 
○街区とし
ての広が
りがある
もの 

 
 
 
○区域周辺
の市街化
を誘発し
ない内容
のもの 
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（参考） 
 
 
 

 
 

 
 

 
  

市街化調整区域 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

特別指定区域 
新規開発系 
・地域振興のための工場区域 
・流通業務施設区域 
・市町公営住宅区域 
・駅、バスターミナル周辺区域 
・工場、店舗等周辺区域 
・既存事業所の拡張区域 
・既存工場の用途変更区域 
・資材置き場等の区域 
既存集落系 
・地縁者の住宅区域 
・新規居住者の住宅区域 

        ・地縁者の小規模事業所区域 
・人口減少集落区域  
・公共施設移転区域 

 

 

   ： 都市計画法の改正により変更になったフロー 

①大規模開発地の許可基準が廃止され、地区計画を定めた上で許可することになった 

②許可不要とされていた公共公益開発地の一部が開発許可の対象となった 

（    ：公共公益開発地のうち街区単位のものに地区計画を適用） 

 
 

凡 

例 
 

 

市街化区域市街化調整区域

特別指定区域等 

～概ね 1ha 概ね 1～5ｈａ 概ね 5～50(20)ha 概ね 50(20)ha～

敷地単位 街区単位 

開発許可 地区計画＋開発許可 市 街 化 区 域 ＋ 開 発 許 可

① ② 
単

位

規

模

適

用

特別指定区域等 
 ［地区計画を定めた上で許可］注) 

＋ 

［地区計画で環境を整備・保全］ 

市街化調整区域における地区計画の役割 

  
既成住宅団地 
［地区計画で環境を整備・保全］ 

 
計画的大規模開発地 
［地区計画を定めた上で許可］ 

＋ 

［地区計画で環境を整備・保全］ 

公共公益開発地
［地区計画を定めた上で許可］

＋ 

［地区計画で環境を整備・保全］

市街化区域隣接地
［地区計画で環境を整備・保全］ 

 

市街化区域 

地区計画の対象区域と役割（イメージ図） 

・駅舎、図書館等 
・学校、福祉施設、病院
・公共団体開発地等 

 

 

注）このフロー図は全てのパターンを表したものではない 

開発指定区域 

注）特別指定区域等の指定だけでも許可可能であるが、地区計画を定めると詳細な
まちづくり計画を具体化するために必要な事項を条件に加えることができる 

開発許可の前提としての役割 １ 

計画的大規模開発地 公共公益開発地 特別指定区域等 
 （市街化区域隣接地と既成住宅団地→既存建物の建替が中心であり許可不要）

２ 

計画的大規模開発地 公共公益開発地 特別指定区域等 
 
市街化区域隣接地 既成住宅団地 

公共公益開発地 計画的大規模開発地 

良好な環境を整備・保全する役割 
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